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国　税／�給与所得者の年末調整�

� 今年最後の給与を支払う時

国　税／�給与所得者の扶養控除等（異動）申告書�

及び保険料控除申告書の提出� �

� 今年最後の給与を支払う前日

国　税／�11月分源泉所得税の納付� 12月10日

国　税／�10月決算法人の確定申告�

（法人税・消費税等）� 1月5日

国　税／�4月決算法人の中間申告� 1月5日

国　税／�1月、4月、7月決算法人の消費税の中間申告�

（年3回の場合）� 1月5日

地方税／�固定資産税・都市計画税（第3期分）の納付

� 市町村の条例で定める日

労　務／�健康保険・厚生年金保険被保険者賞与支払

届� 支払後5日以内

12 2014（平成26年）

債権消滅時効期間の見直し　民法では、債権の時効期間を原則10年とするとともに、
飲食料金は１年、医師の報酬は３年などとする職業別の時効期間を定めています。この
職業別の短期消滅時効規定を削除するとともに、時効期間を原則５年に統一する民法改
正法案が来年春の通常国会に提出される予定です。
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◆  1 2 月 の 税 務 と 労 務 12月 （師走）DECEMBER

23日・天皇誕生日
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12月号─2

　
在
職
中
に
健
康
保
険
や
厚
生
年
金

保
険
の
被
保
険
者
で
あ
っ
た
方
が
会

社
を
退
職
後
に
必
要
な
手
続
き
を
怠

っ
た
場
合
、
将
来
の
年
金
受
給
権
が

発
生
し
な
い
等
の
事
態
が
生
じ
る
こ

と
が
あ
る
た
め
、
漏
れ
が
な
い
よ
う

に
し
て
お
き
た
い
と
こ
ろ
で
す
。

　
退
職
後
の
医
療
、
年
金
に
関
す
る

手
続
き
に
つ
い
て
触
れ
て
い
き
ま
す
。

・
一
・
　
医
　
　
療
　
・
・
・
・
・

　
退
職
後
の
医
療
保
険
制
度
の
選
択

肢
に
は
次
の
も
の
が
あ
り
ま
す
。

・
任
意
継
続
被
保
険
者
と
な
る

・
家
族
の
被
扶
養
者
と
な
る

・
国
民
健
康
保
険
に
加
入
す
る

　
七
五
歳
以
上
の
方
は
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
対
象
と
な
り
ま
す
。
市

区
町
村
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

㈠
　
任
意
継
続
被
保
険
者
と
な
る

①
　
要
件
等

　
　
退
職
す
る
ま
で
に
健
康
保
険
の

被
保
険
者
期
間
が
継
続
し
て
二
か

月
以
上
あ
っ
た
方
は
、
退
職
後
二

年
間
、
引
き
続
き
健
康
保
険
制
度

に
加
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

②
　
手
続
き

　
　
退
職
後
二
〇
日
以
内
に
手
続
き

を
し
ま
す
。

　
　
協
会
け
ん
ぽ
は
各
都
道
府
県
に

支
部
が
あ
り
ま
す
が
、
会
社
の
所

在
地
で
は
な
く
住
所
地
を
管
轄
す

る
協
会
け
ん
ぽ
が
窓
口
と
な
る
こ

と
に
注
意
を
要
し
ま
す
。

　
　
健
康
保
険
組
合
加
入
者
は
健
康

保
険
組
合
に
て
手
続
き
を
し
ま
す
。

③
　
保
険
料

　
　
退
職
時
の
標
準
報
酬
月
額
に
保

険
料
率
を
乗
じ
て
算
出
し
ま
す
。

　
　
標
準
報
酬
月
額
に
は
上
限
が
設

け
ら
れ
て
お
り
、
協
会
け
ん
ぽ
の

場
合
は
「
二
八
万
円
」
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

　
　
な
お
、
在
職
中
は
会
社
が
保
険

料
の
半
額
を
負
担
し
て
い
ま
し
た

が
、
任
意
継
続
被
保
険
者
は
全
額

を
自
己
負
担
し
ま
す
。

④
　
そ
の
他

　
　
被
扶
養
者
が
い
る
場
合
は
、
同

時
に
手
続
き
を
行
う
こ
と
に
よ
り

被
扶
養
者
の
健
康
保
険
証
も
発
行

さ
れ
ま
す
。
保
険
料
は
、
在
職
中

と
同
様
に
標
準
報
酬
月
額
に
保
険

料
率
を
乗
じ
て
算
出
し
ま
す
の
で
、

被
扶
養
者
の
数
に
応
じ
て
変
動
す

る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

㈡
　
家
族
の
被
扶
養
者
と
な
る

①
　
要
件
等

　
　
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
家

族
（
被
保
険
者
）
の
被
扶
養
者
に

な
る
に
は
、
被
保
険
者
の
三
親
等

内
の
親
族
で
主
と
し
て
被
保
険
者

に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
さ
れ
て
い

る
こ
と
︷
年
間
収
入
が
一
三
〇
万

円
（
六
〇
歳
以
上
ま
た
は
障
害
厚

生
年
金
を
受
け
ら
れ
る
程
度
の
障

害
者
の
場
合
は
一
八
〇
万
円
）
未

満
で
あ
り
、
か
つ
、
被
保
険
者
の

収
入
額
よ
り
少
な
い
等
︸
が
条
件

で
す
。

②
　
手
続
き

　
　
被
保
険
者
が
勤
務
し
て
い
る
会

社
が
行
い
ま
す
の
で
、
被
扶
養
者

が
協
会
け
ん
ぽ
等
に
対
し
て
手
続

き
を
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

③
　
保
険
料

　
　
家
族
の
被
扶
養
者
と
な
る
場
合

は
、保
険
料
負
担
が
生
じ
ま
せ
ん
。

④
　
そ
の
他

　
　
退
職
後
に
雇
用
保
険
か
ら
基
本

手
当（
日
額
三
、六
一
二
円
以
上
）

を
受
給
し
て
い
る
と
き
は
、
健
康

保
険
の
被
扶
養
者
と
な
る
こ
と
が

で
き
ま
せ
ん
。

　
　
こ
の
場
合
、
受
給
中
は
国
民
健

康
保
険
の
被
保
険
者
と
な
る
手
続

き
を
し
、
受
給
後
（
再
就
職
先
が

見
つ
か
ら
な
い
と
き
）
に
健
康
保

険
の
被
扶
養
者
と
な
る
手
続
き
を

し
ま
す
。

㈢
　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
す
る

①
　
要
件
等

　
　
前
記
㈠
、
㈡
に
該
当
し
な
い
と

き
は
、
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険

者
と
な
り
ま
す
。

②
　
手
続
き

　
　
住
所
地
の
市
区
役
所
ま
た
は
町

村
役
場
で
手
続
き
を
し
ま
す
。

③
　
保
険
料

　
　
次
の
計
算
項
目
が
あ
り
ま
す
。

・
所
得
割
︙
前
年
所
得
に
応
じ
た

額

・
資
産
割
︙
世
帯
の
資
産
に
応
じ

た
額

・
均
等
割
︙
世
帯
の
加
入
者
数
に

応
じ
た
額

・
平
等
割
︙
世
帯
ご
と
に
負
担
す

る
額

　
　
保
険
料
率
や
計
算
方
法
は
市
区

町
村
に
よ
っ
て
異
な
る
（
例
え
ば

退
職
後
の

　医
療
・
年
金



3─12月号

「
資
産
割
」
を
設
け
て
い
な
い
等
）

た
め
、
正
確
な
年
間
保
険
料
に
つ

い
て
は
各
市
区
町
村
に
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

　
　
ま
た
、
会
社
都
合
に
よ
る
退
職

や
災
害
、
病
気
等
に
よ
り
生
活
困

難
と
な
っ
て
い
る
場
合
は
、
保
険

料
減
免
の
対
象
と
な
る
こ
と
が
あ

り
ま
す
。

　
　
㈠
で
触
れ
た
任
意
継
続
被
保
険

者
は
退
職
後
二
〇
日
以
内
に
手
続

き
を
す
る
こ
と
が
要
件
と
さ
れ
て

い
る
た
め
、
㈠
の
任
意
継
続
被
保

険
者
ま
た
は
㈢
の
国
民
健
康
保
険

の
被
保
険
者
を
選
択
し
た
と
き
の

保
険
料
試
算
を
早
め
に
行
い
、
退

職
後
の
制
度
を
選
択
す
る
準
備
を

進
め
て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

・
二
・
　
年
　
　
金
　
・
・
・
・
・

　
退
職
後
の
年
金
制
度
は
、
年
齢
等

に
よ
り
手
続
き
の
有
無
が
異
な
り
ま

す
。㈠

　
第
一
号
被
保
険
者
と
な
る

①
　
要
件
等

　
　
国
内
に
居
住
す
る
二
〇
歳
以
上

六
〇
歳
未
満
の
方
は
、
国
民
年
金

の
第
一
号
被
保
険
者
と
な
り
ま
す

（
後
述
す
る
第
三
号
被
保
険
者
に

該
当
す
る
と
き
を
除
き
ま
す
。）。

②
　
手
続
き

　
　
退
職
日
の
翌
日
か
ら
一
四
日
以

内
に
住
所
地
の
市
区
役
所
ま
た
は

町
村
役
場
で
手
続
き
を
し
ま
す
。

③
　
保
険
料

　
　
平
成
二
十
六
年
度
は
一
万
五
、

二
五
〇
円
で
す
。
ま
た
、
月
額
四

〇
〇
円
の
付
加
保
険
料
を
納
付
し
、

将
来
受
け
取
る
年
金
額
を
増
額
す

る
こ
と
も
で
き
ま
す
（
国
民
年
金

基
金
の
加
入
員
を
除
く
）。

　
　
毎
月
決
ま
っ
た
額
を
納
付
し
ま

す
が
、
割
引
が
適
用
さ
れ
る
前
納

制
度
（
半
年
ま
た
は
一
年
分
及
び

二
年
分
（
口
座
振
替
の
み
）
を
一
括

納
付
）
や
口
座
振
替
な
ど
の
様
々

な
納
付
方
法
も
用
意
さ
れ
て
い
ま

す
。

　
　
収
入
の
減
少
や
失
業
等
に
よ
り

保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
経
済
的

に
難
し
い
と
き
は
、
免
除
制
度
も

あ
り
ま
す
の
で
、
退
職
後
の
手
続

き
を
す
る
と
き
に
市
区
町
村
に
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

㈡
　
第
三
号
被
保
険
者
と
な
る

①
　
要
件
等

　
　
厚
生
年
金
保
険
や
共
済
組
合
に

加
入
し
て
い
る
被
保
険
者
等
注
に

生
計
を
維
持
さ
れ
る
二
〇
歳
以
上

六
〇
歳
未
満
の
配
偶
者
は
、
国
民

年
金
の
第
三
号
被
保
険
者
と
な
り

ま
す
。

　
　
生
計
維
持
の
判
断
は
、
健
康
保

険
の
被
扶
養
者
と
同
様
の
基
準
に

よ
り
ま
す
。

注
　
六
五
歳
以
上
で
、
老
齢
年
金

の
受
給
権
を
有
す
る
被
保
険
者

は
除
き
ま
す
。
そ
の
よ
う
な
方

に
扶
養
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

第
三
号
被
保
険
者
と
な
ら
ず
、

第
一
号
被
保
険
者
と
し
て
手
続

き
を
し
ま
す
。

②
　
手
続
き

　
　
配
偶
者
が
勤
務
し
て
い
る
事
業

所
経
由
で
手
続
き
を
し
ま
す
の
で
、

第
三
号
被
保
険
者
と
な
る
方
が
直

接
年
金
事
務
所
に
て
手
続
き
を
す

る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

③
　
保
険
料

　
　
第
三
号
被
保
険
者
は
、
保
険
料

負
担
が
生
じ
ま
せ
ん
注
。

注
　
第
三
号
被
保
険
者
の
保
険
料

相
当
額
は
、
配
偶
者
が
加
入
し

て
い
る
厚
生
年
金
保
険
や
共
済

組
合
か
ら
国
民
年
金
制
度
に
対

し
て
拠
出
さ
れ
る
仕
組
み
に
な

っ
て
い
ま
す
。

㈢
　
任
意
加
入
す
る

①
　
要
件
等

　
　
六
〇
歳
以
上
の
方
は
、
第
一
号

被
保
険
者
や
第
三
号
被
保
険
者
に

該
当
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、

老
齢
基
礎
年
金
を
受
け
る
た
め
に

必
要
な
受
給
資
格
期
間
を
満
た
し

て
い
な
い
と
き
や
、
保
険
料
納
付

済
期
間
が
短
く
年
金
額
が
低
額
と

な
る
可
能
性
が
あ
る
方
は
、
六
五

歳
に
な
る
ま
で
任
意
加
入
を
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
注
。

注
　
特
例
と
し
て
、
昭
和
四
十
年

四
月
一
日
以
前
生
ま
れ
で
老
齢

年
金
の
受
給
資
格
期
間
を
満
た

し
て
い
な
い
方
は
、
受
給
資
格

期
間
を
満
た
す
ま
で
（
上
限

七
〇
歳
）、
任
意
加
入
を
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

②
　
手
続
き

　
　
住
所
地
の
市
区
役
所
ま
た
は
町

村
役
場
で
手
続
き
を
し
ま
す
。

③
　
保
険
料

　
　
第
一
号
被
保
険
者
と
同
じ
金
額

で
す
が
、
保
険
料
の
免
除
制
度
は

あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
六
〇
歳
以

上
の
方
は
、
原
則
と
し
て
口
座
振

替
に
よ
り
納
付
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。



12月号─4

　一般被保険者が１歳（所定要件に該当す
るときは１歳２か月または１歳６か月）未
満の子を養育するために育児休業をしてい
る期間は、休業中の賃金低下を補うものと
して雇用保険制度より育児休業給付金が支
給されます。
　支給額は、育児休業開始後６か月間は休
業開始時賃金額の67％、６か月経過後は50
％とされています。
　平成26年10月１日から育児休業期間中
に就業した場合の育児休業給付金の取扱い
が変わりました。

［変更前］
　支給単位期間中に11日以上就業した場
合は、その支給単位期間（※）について育児
休業給付金は支給されない。
※支給単位期間とは、育児休業を開始した

日から起算した１か月ごとの期間をいい
ます。

［変更後］
　支給単位期間中に10日を超える就業を
した場合でも、就業していると認められる
時間が「80時間以下」のときは育児休業給
付金を支給。

　従来は１日あたりの勤務時間がごくわず
かであっても11日以上の就業があるとき
は不支給とされていましたが、就業時間が
80時間以下であれば、就業日数にかかわ
らず支給されることとなりました。
　この取り扱いの変更に伴って支給申請書
の様式も変わり、就業日数が10日を超え
るときに就業時間を記載する欄が設けられ
ました（10日を超えないときは記載不要）。
　また、就業時間を確認するための書類（タ
イムカード等）も併せて提出することとさ
れています。

　毎年7月10日までに申告・納付をする労
働保険料は口座振替納付が認められていま
す。
　この制度を利用した場合、７月10日まで
に納付すべき労働保険料は、９月６日（土・
日・祝日の場合にはその後の最初の金融機
関の営業日）に、延納（分割納付）をする場
合は、第2期以降の分も本来の納期より後
の日に口座振替納付することとなります。
　労働保険料が多額となるため納期を少し
でも後の時期にしたいときや、納付にかか
る手間を省きたいとお考えの場合はご利用
されるとよいでしょう（ただし、金融機関
窓口での労働保険料申告書の提出はできな
くなります）。
　手続き期限にご注意ください。第１期分
（７月10日納付分）から口座振替を利用す
るときは「２月20日」までに金融機関の窓
口に申込用紙を提出します。申込用紙や記
入例は厚生労働省のホームページからダウ
ンロードすることができます。

　
平
成
二
十
六
年
十
月
以
降
、
地
域

別
最
低
賃
金
額
（
都
道
府
県
ご
と
に

決
め
ら
れ
て
い
ま
す
。）
が
改
定
さ

れ
、
前
年
度
の
額
よ
り
引
き
上
げ
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
労
働
者
の
募
集
や
給
与
支
払
い
の

際
は
、
最
低
賃
金
額
以
上
の
条
件
と

な
っ
て
い
る
か
ど
う
か
を
確
認
し
て

お
き
ま
し
ょ
う
。

　
月
給
制
や
日
給
制
の
労
働
者
を
募

集
す
る
と
き
は
、
時
給
換
算
し
た
額

を
最
低
賃
金
額
以
上
と
し
て
お
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。
例
え
ば
月
給
制
の

場
合
は
、
月
給
額
を
一
か
月
平
均
所

定
労
働
時
間
で
割
り
、
一
時
間
あ
た

り
の
額
を
求
め
比
較
を
し
ま
す
。

　
賃
金
引
き
上
げ
に
向
け
た
中
小
事

業
者
へ
の
各
種
支
援
事
業
も
実
施
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
最
低
賃
金
の
計
算
方
法
や
支
援
策

等
の
詳
細
に
つ
い
て
は
最
寄
り
の
労

働
局
、
労
働
基
準
監
督
署
に
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

育児休業期間中に就業した
場合の取扱い

労働保険料の口座振替納付平
成
26
年
度
の
最
低
賃
金
額
改
定


